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一 本稿は，ローラント・シュナイダーの６５歳を祝する記念論文集『狂言綺語』
に掲載されたフォルヤンティ＝ヨスト教授の論文を翻訳紹介するものである。フ
ォルヤンティ＝ヨスト教授は，ドイツのマルティン・ルター大学ハレ＝ヴィッテ
ンベルク日本学ゼミナール（現在，政治学・日本学インスティテュート）の教授
である。専修大学は，マルティン・ルター大学（通称ハレ大学）と国際交流協定
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を締結し，すでに１０年を越える歳月が経過したが，この間，着実に国際交流の成
果を上げてきている。フォルヤンティ＝ヨスト教授の専門は日本学であり，かつ
私とはトリーア大学からの接点もあり，親密な学術交流を行っている。ここに翻
訳紹介する論文は，昨年，フォルヤンティ＝ヨスト教授が来日された際に手渡さ
れたものであるが，ドイツにおける日本学の変遷と問題点を理解するには絶好の
論文である。
二 ドイツにおいては，１９７０年代から大学の Institutや Seminarに日本学の講
座が設けられ始めたが，その時期は，大学紛争があり，学部・学科の新たな編成
が行われた変革の時期でもあった。私が１９８０年にトリーア大学に留学した時，神
学部だけは Fakultätのままであったが，それ以外は全て Fachbereichの枠組みの
なかに編成されていた。法学部は，FachbereichRechtswissenschaftであった。
従来，学部を Fakultätという言葉で捉えていた者にとって，発想の転換を要した。
学部・学科を専門群（Fachbereich）に区分けして，学問体系を新たに統合し直
すという視点は斬新であった。
トリーア大学では，１９８５年に日本学の講座が設けられたが，日本学は Fach-
bereichの中に置かれた。１９９０年にトリーアにいた時の経験では，その当時の
日本学は，日本の古典から近代までの文学作品を研究対象にするものが多く，社
会科学との接点に踏み込むものはまだ少なかったように思う。しかし，その後の
日本学の方向性は，本稿が指摘しているように，学術上の境界領域に踏み込み，
社会科学的な研究へと展開していくのである。フォルヤンティ＝ヨスト教授も社
会科学的な研究を行う日本学研究者の一人である。フォルヤンティ＝ヨスト教授
は，私講師の時代にトリーア大学で日本学を講じ，ドイツ統一後は，東側の日本
学の重要拠点になっているハレ大学に赴任して，日本学の進展に尽力されている。
したがって，本論文は，第一線の日本学研究者の手による，日本学の変遷と今後
の方向性を示した論考として注目されるものである。さらにまた，学術上の境界
領域に踏み込み，背景の異なる国の間で国際比較を行うことにより，いかなる学
術的進展がもたらされることになるのかという，学際的な比較アプローチの根本
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的問題を深く考えさせる論考でもある。
三 本稿は，日と森住の共訳である。まず二人で素読して，その後共同して
訳出し，最後に日が全体的な調整を行い共訳の確定稿とした。なお，原注のほ
か，内容理解のため訳注も付した。 （２００６年１１月，日記）
 はじめに
ローラント・シュナイダー（Roland Schneider）（訳註１）がベルリン大学における最
初の日本学の教授に招聘されたとき，学生運動の波は，ベルリン大学においては
すでに弱まっていたが，個々の専門群（Fächern）や学科（Institution）での再構
成の組み換えは（訳註２）始まったばかりであった。西ベルリンの日本学にとって，シ
ュナイダーの招聘は，次の二つの点で象徴的な意味を持っていた。すなわち，一
つは，長くは継続しえなかった教育状況の終焉ということであり，もう一つは，
内容的に新しい方向性を導くチャンスということである。私たち学生には，彼は，
（プロレタリア）日本文学の教授として，学問と時代精神を結びつけ，『徒然草』
を超越した日本を私たち学生に伝える宿命を負っているかに映った。
かつて１９７０年代の当初にベルリンの日本学において始まった手法は，おおきな
影響があり，また全ての関与者にとって常に容易なものではなかった。日本学の
現代化，解放化そして多様化のプロセスが始められたのであるが，それは，ドイ
ツにおける専門群の今日的な形を造り出してきている。今日では，専門群を方法
論的に発展させるチャンスが本来何処にあり，また実際，プロセスの困難性がど
こにあるのかが，当時よりは明確である。
 日本学における社会科学的研究：ありえないことの試み
日本学におけるテーマならびに方法の拡張は，ベルリン自由大学においては既
に１９７０年代の始めにおいて顕著なものとなり，加藤周一（訳註３）のような客員教授に
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よってことのほか推し進められたが，それは，１９８０年代には，日本学を一般的な
専門群へと現代化することにまで高めた。世間においても，学問においても，日
本学に対する関心が変化し高まってきたことに伴い，１９８５年から１９９２年までの間
に，日本に関する研究のための１７の教授職のポストが新しく設けられた。社会科
学的な指向性を持った教授職ポストというものは，多くは日本学から外され，新
しいインスティテュート上の区分では，たとえばいわゆるセンター（Zentrum）
に置かれたのであるが，しかしながら日本学は，教授職を割り当てられるだけの
高い有意性を勝ち得た。第２教授職をインスティテュート（Institut）ないしゼ
ミナール（Seminar）（訳註４）に置くという人的配置の拡張に伴い，社会科学的な問題
設定を研究や教授において取り行うキャパシティが出てきた。若干ではあるが，
少数の日本学の大学教授達は，文献学的ではないところに研究の重点を置く同僚
達を「不真正の」「架空の」日本学研究者としてレッテルを貼ろうとし，「真の日
本学」に再度努力したが，その苛立ちは短期間のものであった。その後，今日で
は，日本についての社会科学的論争は，日本学の研究ならびに教授において受入
れられたものと思われる（OSIANDER/DÖRING１９９９）。日本学ゼミナールない
し日本センターにおいては，今日，日本学の教育に携わる９人の大学教員が，経
済，政治および社会学といった領域に研究の重点をおいて活動している。それ以
外にも，「東アジア政治」および「東アジア経済」の領域にも教授職が存在するが，
しかしながら，現在のボッフムのように中国の専門家によって占められている。
今日の日本の社会および政治に関係したテーマについて勉学しようとする者の
需要は，全くもって減少していない。社会科学的日本研究協会（Vereinigung für
Sozialwissenschaftliche Japanforschung）においては，政治学，教育学，社会学
の領域およびジェンダー研究のような類似した領域において，専門グループ
（Fachgruppen）が作られてきている。それらの専門グループは，年に一回，年
次大会の形で学会を開き，今日では広く日本学研究者達によって運営されている。
その大会の目的は，一面では，今日的な研究課題について情報を提供することに
ある。ここでは，修士論文および博士論文がとくに重要であり，さらに，インス
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ティテュートでの今日的な研究プロジェクトもまた議論の対象となる。他面にお
いては，この年次大会では，方法論の問題および社会比較の理論的問題が議論さ
れるのが通例であるが，これらの問題は，過去にも常々出版物でも指摘されてい
たものである（たとえば，SEIFERT/WEBER２００２）。その専門グループには，２０
人以上の参加者があり，とりわけ博士論文や修士論文を作成している者，ならび
に次世代の若手研究者に好評であり，その学会ならびに定期的に刊行されるニュ
ースレターは，大会参加者にとって，意見交換や議論の機会として役立っている。
テーマは，広範囲において専門化され，国際政治・国際関係論の領域での隣接研
究，日本の国内政治の部分領域に関する比較行政論（Vergleichende Regierungs-
lehre）のような隣接研究などのほか，さらには，日本における新しい社会運動，
新しい宗教，雇用制度の変化，社会安全システム，あるいは，たとえば沖縄や新
潟における地域発展についての研究といったことも含んでいる。それに加えて，３
年毎に開催されるドイツ日本学学会およびヨーロッパ日本研究協会（EAJS）で
の学会においても学術的意見交換が可能である。これらの学術大会においては，
通常，一連の討議は，日本における社会的・政治的変化の過程に関する問題に集
中している。先に挙げた年次大会，学術大会あるいはまたシンポジウムの大会報
告集では，とりわけ真剣に取り組んでいる有能な次世代の研究者達によって活気
ある研究状況が造り上げられているのを見て取ることができる。
したがって，学術的議論および教授を執り行う諸機関は，現存するし，活発に
活動している。
しかしながら…
 主に社会科学的な研究を行っている日本学研究者とは
いったい何か
社会科学的な研究を行っている日本学研究者は，日本学の勉学と社会科学の勉
学を修了してきている。これは，ありふれたように思われる。しかしながら，こ
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のありふれたことの帰結は，過小評価できない。つまり，日本学を研究すること
は，日本語を含めて，この国の総合的，多面的な理解を獲得することを意味して
いるのである。そこに至る道は，様々であろう。最近，日本学の課程において，
修士の学生が日本学の研究者についての「義務的規準」（Pflichtkanon）について
質問してきた。普通質疑に対して親切であるこの規準リストに，多くの答えはな
かった。以前，専門群代表者が，少なくとも語学教育をスタンダート化しようと
試みたが，それは失敗に終わった。それで，何を日本学の義務的規準とするのか
は，今日まで，各インステイテュートに事実上委ねられている。しかしながら，
インスティテュートの学習計画を概観すると，日本についての社会科学的アプロ
ーチを研究の重点に置いているインスティテュートにあっても，古文が教育規準
表のなかに入っていることが見て取れる。このことは，日本史の堅実な知識につ
いても当てはまる。精神史的基礎および幅広い地方史の専門的見識は，いずれに
しろ，すべての日本学教育の一部をなしている。さらに，インスティテュートの
中では，現代日本の政治，社会および（あるいは）経済の領域に研究の重点を置
くという，研究重点の置き方も出てきた。日本学を勉学する者には，通例，政治
学あるいは社会学のようなレファレンス分野の領域を第２専攻あるいは副専攻と
して組み合わせることが勧められるが，これは，日本を研究するために必要な理
論的基礎および方法的基礎を身につけるためである。この推奨に十分意味がある
ことは疑いはないものの，しかしながら，通常の場合には，方法論を日本学の必
修とすることは，過大な要求である。
多くの次世代の研究者や学生がその推奨に従っており，日本学が政治学，民俗
学，教育学あるいは社会学の勉学と結びついていることは，したがって，驚くに
値しない。それによって，社会科学的な研究を行っている日本学研究者のグルー
プが育ってきているが，彼らは，日本学とともに社会科学的な分野を勉学し終わ
り，日本語を使いこなし，しばしば一定時間，日本の学術機関で過ごし，そして，
レファレンス分野の理論的・方法論的知識を修得しているのである。この複合的
知識修得のプロフィールが，社会科学的な研究を行っている日本学研究者を他の
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専門群における日本専門家とは違ったものにしている。この複合的知識修得プロ
フィールによって，彼らだけが，日本に関する研究課題を広く論争しうる前提条
件を備えている。したがって，二つの専門領域―日本学並びにレファレンス分野―
に「精通」し，レファレンス分野の領域において日本に関する学問的議論を共に
展開し，大学の諸機関において地位を占め，そしてそれによって，研究および教
授において次世代の日本専門家の面倒をみる研究者グループが，今日では存在し
なければならないのだが。
しかし，これは限られた場合だけであるが…。
 境界領域研究者にとっての問題：
何が社会科学的な研究を行う日本学の問題なのか
社会科学的な専門知識を持った日本学研究者の「境界領域研究者グループ」が
比較的小さなものにとどまっている原因としては，様々なものがある。ここでは，
いくつかの側面をテーマにそって検討することにする。
１．システム的過剰負担
日本についての社会科学的論争は（それだけにとどまらないが），そのことか
らして―テーゼもそうであるが―，常に高度な自己要求である。教授する際に要
求されることは，複雑である。すなわち，日本学研究者は，大学の外では，生け
る日本事典としていつでも求めに応じられなければならないというような点から
して，日本学教育において，日本の政治および社会のあらゆる現実の進展に関す
る情報を，インスティテュートでの限られた範囲の中で授与することができなけ
ればならないし，同時にできる限り今日的な学術的議論を追えるようにもしなけ
ればならない。研究と教授の一致は，極く限られたキャパシティーのために不可
能である。研究にあっては，テーマ領域が実際に狭くなっているが，そこでの要
求は少しも減ってはいない。つまり，第１ステップとしては，外国の研究者とし
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て日本の実際の世界を掌握していることが要求される。日本人が有する日常的知
識を，通常の場合，自在には使えないので，さしあたっては，何が，どこで，ど
のように起き，作用しているのかを明らかにすることが重要である。たとえば，
日本における社会安全システム，環境政策（Klimapolitik）の今日の発展，ある
いは日本の大学の選抜システム（Auswahlsystem）といったものがそうであるが，
そこでは，常に，その対象自体をテーマごとに把握していなければならないので
ある。第２ステップは，日本での各々のテーマに関連する独自の議論を総合的に
考察することである。第３ステップは，その対象を理論的に整理することである。
ここでは，レファレンス分野にどのような論考が存在するのかを把握しなければ
ならないし，そして，その中で自己の問題設定にとって，どのようなものが適切
であるのかを吟味しなければならない。日本研究においても，アメリカあるいは
ヨーロッパにおいて公にされた論考が一般には引き合いに出さるのが通常であり，
新たな試みというものは稀ではある。しかしながら，同時に，西側社会において
生み出されて，さらに日本の経験的知識に基づいて発展させられた理論的論考は，
外国の社会科学の研究者にとって，当該関連の日本研究として必ず考慮に入れる
べきものとなっている。日本の研究状況を知ることは，テーマ選択や理論的・方
法論的論考の動向を明らかにしうることになる。自由に駆使できる理論的・方法
論的な知的財（Inventar）とその日本研究での（選択的な）利用を対照すること，
あるいはまた，ドイツでの同じ研究領域におけるテーマの絞り方と比較すること
は，日本研究へのより掘り下げたアプローチとなるものである。それは，日本研
究の論考を，たとえば支配的な社会的規範，集団的理解，あるいは研究制限など
との関係において，関連づけていくことを可能にするであろう。若干の具体的例
を挙げると，日本の学校研究では文化人類学的方法の論考が稀にしか出て来ない
のは，日本の学校の同僚達へのアプローチに限りがあることと関係していると見
るべきであるとの指摘が多くなされている。「伝統的な」経験的アプローチは，
スタンダードなアンケート用紙（アンケート方式）による論考である。実質的な
方式は（極くたまに聞き取り方式による研究も例外的にあるが），ほとんど行わ
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れていない。第２番目の例としては，次のものが挙げられる。きめ細かな格差研
究（原注１）についての実り多い試みがあまりないことは，日本の社会が構造的にほと
んど階層化していないという，広く行き渡った集団的理解が背景にあって，初め
て納得できることである。社会的平等の構想は，日本の文部省の学校統計では軟
化してきている。つまり，学校統計においては，中学校の学力水準に全く差異が
ないものとされており，それによって，そのデータの発信力が劇的に低下してい
るのである。環境研究の領域においては，環境的公平（Umweltgerechtigkeit）
のカテゴリーが，アメリカ合衆国の場合とは異なり，素姓（Herkunft）との関係
で話題になることはほとんどないということが，指摘されている（AWAJI 2003 :
2）。同じようなことが，少年非行の解明に際し，日本の刑事学および社会学にお
いてはアノミー論を除外するために，確たるものとして挙げられている。つまり，
アメリカ合衆国およびドイツの研究においては，素姓環境と少年犯罪との関係を
考慮に入れることから，上述のことが大きく注目されてきたのに対して，日本の
少年非行の研究では，素姓の相違が日本社会では明白な変数とは見られていない
ため，そのアプローチが拒絶されているのである（METZLER 2000）。
社会科学的な研究を行う日本学研究者達にとって，日本の研究状況をこのよう
な関連性のもとで突っ込んで研究することによって，より広がりのある，かつ深
い知識領域が開けてくるが，同時に，日本研究との直接的なリンクが必ずしも所
与のものではないことから，困難も生じる。
要約すると，次の４つの筋道を追求することが大切である。すなわち，研究対
象の「真の世界」の理解，これに関係する日本の研究状況，導入可能な理論的・
方法論的アプローチの検証，ならびに日本の議論におけるその反映の検証，とい
う４点である。
これら上記のプロセスを適切に追求することは，永続的な自己過剰負担である
と考えられる。自己過剰負担は，学問上だけでなく，日本の内外での社会的現実
における，確実ではあるが必ずしも同時的とはいえない変化によって，一層厳し
いものとなるのである。それは，避けえないと同時に，必要なものである。
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２．構造的な拠り所がないこと
上述の要求を充分に充足している場合には，社会科学的な研究を行っている日
本学研究者達には，広く期待された学問的領域が広がってくるはずである。実際
に，活発な諸々の共同作業（Kooperation）が存在している。それらは，個人的
に構築されている。これに対して，限界は，構造的なものである。学術の国際化
の時代にあって，外国の研究者との学術的共同作業の必要性が益々高まってきて
いることは，明らかである。そのことは，日本学研究者にとっては何を意味する
ことになろうか。それぞれの研究領域における日本の研究者達にアプローチする
ことは，日本に長期滞在していたり，言葉の壁がないというのであれば，容易に
なしうることではあるが，日本の側からすれば，とりわけ日本学研究者にまつわ
る「ドイツ」に関心がなければならない。日本の社会科学者達が日本学研究者達
と共同研究プロジェクトを発足する場合，その理由は，とりわけ日本学研究者達
がドイツから来て，彼らよりドイツの専門意見が出されることを期待するからで
ある。このことは，実感できることである。実際，ドイツの政治学者達が，ドイ
ツの研究のために日本のドイツ専門家を投入しようというようなことは，ほとん
ど考えられない。したがって，レファレンス分野の日本の同僚との適格な共同研
究というのは，それが政治学であれ社会学であれ，構造的な限界を有している。
ドイツでの比較プロジェクトに，日本専門家として研究に従事するという可能性
はある。このことは，個別の事例においては，行われてはいる。しかしながら，
諸学術振興機構の国際化の要求の流れの中にあっても，多くの同僚にとって，日
本学研究者に意見を聴すべきか否かの問題提起がなされることはほとんどないの
である。その理由は，専門群のイメージとして，今日なお文献学的イメージが支
配的であることによるとも思われる。しかしながら，そのことだけではない。プ
ロジェクトにおける共同作業パートナーとしての日本人の名前は，研究領域を切
り開く際の実際的な利点は別として，権威を持たせ，専門意見としての役割を果
たすのである。残念なことに，このやり方は，日本学の中においても見受けられ
る。比較研究において，日本については日本の同僚を，ドイツについてはドイツ
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の同僚を組み入れるという構成は，基本的には，一瞥しただけだと，確かに自然
である。しかしながら，そこでは，その研究者の素姓により，研究テーマの中に
彼らの研究の社会化（Sozialisation），文化的な社会化，そしてまた見方が刻み込
まれているということが見過ごされているのである。ある日本の同僚が，共同作
業計画の枠組みの中で日本の研究部分を引き受けていて，他分野のアプローチ，
他のインタビュー結果，そして解釈の他の例を，日本におけるドイツの同僚とし
て自由に使うこともある。数は僅かではあるが，社会科学における日本の同僚と
ドイツの同僚との間での共同作業計画が，通常，体系的な国の比較において質的
進展を遂げないことは，偶然なことではないのである。
このことは，社会科学的日本学研究者にとって，二重に学問上の拠り所がない
ことを意味している。日本専門家として，彼らは，そのレファレンス分野の領域
において，ドイツにおいても日本においても同じように「孤立」している。ドイ
ツにおいては，彼らは，日本学研究に関連する他の専門分野での未知なる壁を克
服しなければならないし，社会科学における国内の専門家としての立場を確立し
なければならない。このことが上手くいったとしても，なおも彼らは，拠り所の
確実さの点において，「真の」日本の社会科学者達に常に及ばないということが，
ハードルとして残り続けるのである。
３．レファレンス分野の自己充足性（Selbstgenugsamkeit）
日本学は，すでに述べたように，ずっと以前から，他の分野の日本専門家に扉
を開いてきた。日本学を専ら文献学として掌握しようとした専門群の代表者には，
彼らの自己理解では，かつてはテーマ的および方法論的なアプローチの拡大が脅
威に思えたのであったが，今日では，彼ら自身，自己のインスティテュートの教
授職に経済学者あるいは社会学者達を想起することができる。日本学における採
用のための前提条件は，とりわけ現代の語学知識および日本の留学経験であり，
むしろ日本学の勉学は必須的ではない。社会科学においては，そこで職を得た日
本学研究者の数は，限られたままになっている。そこでは，日本学の側からの関
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連研究業績に事欠くわけではない。政治学的な日本学の領域では，テーマは，日
本の内政の分析ならびに地域政治に関することにまで及んでいる。特に若手の日
本学研究者達は，その博士論文で政治関連の研究の進展に寄与してきているが，
その例としては，汚職（BLECHINGER 1998），選挙制度（KLEIN 1998），日本
の開発支援政策ならびに環境政策（KRÜGER 2003，KRIESEL 2000）などの研究
が挙げられる。さらに，歴史学と政治学，あるいは社会学と政治学の境界領域に
位置づけられる研究が現れている。これに関する典型的なものとしては，新しい
社会運動とその政治システムにおける位置づけについての一連の研究（NENN-
STIEL 1998，DERICHS/OSIANDER 1998）がある。最近のものでは，戦争責任
と歴史修正主義のテーマが注目されているが，それは，これまた同様に一部では
あるが，公的な政府ポジションの分析を含んでいるものである（FUHRT 2000）。
それゆえ，政治学の適格性を有する日本学研究者が，専門意見が現存するにも拘
わらず，政治学のインスティテュートに全く見出しえないとしたら，それは，他
の所に問題があるように思われる。二つの理由が考えられる。それは，日本の政
治システムがドイツの政治学にとって，研究および教授の対象として主要ではな
いか，あるいは，若手の日本学研究者達が政治学の要求に十分な適格性を有して
いないか，である。この二つの想定について若干言及すると，当地の政治学のテ
ーマとして，実際，日本の政治は周辺のものであることについては，次のことが
物語っている。すなわち，ドイツ政治学会においては，国際関係に取り組むもの
ではなくして，日本の内政に取り組むものであったとしても，日本専門家にとっ
ての始動の場は，国際関係部門においてしか考えられていないのである。政治学
において，日本は，基本的に，比較の関心からも国際関係の分野においても考察
の対象になりうるであろうが，しかしながら，このことは実際には滅多に行われ
ない。教授の展開は，政治学のインスティテュートに限定されているが，そこで
は大学教員達が日本政治の領域の研究に積極的に関与している。とりわけ，ミュ
ンスター大学とトリーア大学がこのことに関係している。研究においては，社会
科学よりも経済学においてより頻繁に見出されるのであるが，体系的な工業国比
154
較が行われる場合に，日本が注目されている（原注２）。ドイツの政治学にとって，日
本はかけ離れている。国際的な学術ツーリズムの枠組みの中で，学者達は，確か
に両国を行ったり来たりしているが（視察程度だが），しかしながら，ドイツの
政治学教育との視点で日本を考慮するという点のコンタクトは，ごく稀な場合に
しかなされていない。
したがって，政治学の教育を受けた日本学研究者達は，ドイツの政治学に根を
張りうるために，実際に極めて狭いところを専門にしてきているのである。それ
でもなお，この境界領域を研究対象とする人達の問題は，ほとんど解消されない。
つまり，彼らは，言語を習得し，日本に滞在し，そして日本を語る資格を取得す
るために莫大な時間を費やしてきており，まさにそのために，彼らは一面的にな
ってしまい，もはや政治学のどの職ともマッチしないでいるのである。「彼（彼
女）は，日本に関する論文だけを発表してきた」という特質メルクマールは，こ
こでは落とし穴に陥ることになる。逆に，この日本学研究者達は，日本学の今日
のポスト状況を鑑みるならば，いずれにしろ難しい状況にある。日本学ゼミナー
ルの制限された人的配置のために，当該ゼミナールでは，専ら「政治学専門家」
に「保証を与える」ような余裕はほとんどない。むしろ，日本学のジェネラリス
トが求められているのであり，彼らは，研究重点領域を実際持つことができるし，
持つべきであるが，教授する際には，広く全般的に取り込んでいくことができな
ければならないのである。
４．解決策：我々の強みの再考
幾分の居心地の悪さは否定できないものの，諦める理由はない。ドイツにおけ
る社会科学的日本学にあっては，３０年の月日が流れた今日，日本学におけるこの
研究の方向性は確立してきている。日本学の境界を越え，研究領域が細分化して
きた社会科学的日本学をしっかり直視して，評価については，もちろん自省すべ
きである。それは，次のような局面に要約される。
１．日本学研究者は，研究の継続性を保証すること。：日本学研究者は，国内
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の専門家として，ドイツにおける日本像について「未知の部分」（weise Flecken）
を埋め，古い観念を再度検討し，そして現在の分析を提示するキャパシティーを
持っている。社会科学者は，通常，プロジェクトに関する限りにおいて日本を取
り込み，そしてさらに別の国を取り込んで日本から目を離すのに対して，まさし
く日本学研究者は，通常，生涯にわたり日本を学術的研究の対象とすることから
して，日本学研究者は，研究の継続性を保証するのである。
２．社会科学的日本研究の「核」としての日本学研究者であること。：上述し
た要求の問題は，また強みとなるものでもあり，強化されるべきである。：まさ
に二重の適格性（Doppelqualifikation）によって，歴史的並びに社会的に関連づ
けるという日本研究の能力は，外国で日本を伝達するために，さらに強化されな
ければならないのである。ここに，日本学研究者の本来的な強みがある。その強
みというのは，日本の多様な理解を当地で良しとするだけでなく，さらに日本の
研究状況の中にあっても相当の重要性を持つということである。ここでは，日本
学研究者は，研究に重要なインパクトを与えることができる。なぜなら，彼らは，
日本の同僚達自身が確実には意識していない「未知の部分」を，彼らの視点でも
って外側から確認しうるからである。
しかし，次の点は，着目すべきである。：日本学研究者は，彼らが日本学研究
者であるという理由だけで，日本に限定されるべきではない。彼らは，社会科学
者でもあり，日本を他の社会，特にドイツとの関係において観察する者として運
命づけられている。その比較は，日本を学術的知見の実りの多い分野にし，そし
て，コミュニケーションを容易にするとともに，日本の伝達を至るところで容易
にするのである。
（原注１） 最も重要な最近の研究として，KARIYAの量的研究がある（KARIYA
2001）
（原注２） 日本への体系的な関心についての例としては，ベルリン自由大学の環境
政策の研究職で実践されているように，比較環境研究がある。他の例として，教
育研究についてのマックス＝プランク研究所が挙げられるが，国際的な学力の比
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較との関係において，同様に日本を検討対象にしている。
（訳註１） ベルリン自由大学が１９７５年冬学期に日本学の講座を設立した時，その初
代教授としてローラント・シュナイダーが招聘された。シュナイダーは，１９８３年
にハンブルク大学に転任するまでその職を務めている。
（訳註２） ドイツの大学では，講座制が取られており，学部・学科に何人の教授職
のポストを配置することができるかにより，秘書や助手の数も定まる。したがっ
て，学部・学科を再編成することは，教授職のポストを再編成することでもある。
従来，学部は，medizinische Fakultät, theologische Fakultät, juristiche Fakultätと
いう表記のように，一定の学問体系を集積したものとして Fakultätという用語が
当てられるのが一般的であった。しかし，専門領域が細分化するにつれて，個々
の専門分野である Fach（科目という意味で使われたり，学科という意味で使わ
れたりする）を一定の学問体系のもとに束ねることが困難になってくる。そこで，
Fakultätという区分よりも，関連する Fachを一つに束ねて Fachbereichという
大枠を設け，学部・学科の再編成を行うという考えが出てくることになる。Fach-
bereichは，日本の大学制度に置き換えると「学部」と訳すしかないが，本稿で
は，従来の学部編成とは異なっていること意識して「専門群」という訳を当てた。
Institutは，教授職ポストとの関係では「学科」に当たる。いわゆる研究機関と
しての研究所とは異なる。
（訳註３） 評論家。１９８０年に『日本文学史序説』で大仏次郎賞を受賞。自伝『羊の
歌』他，著作多数。１９６９年９月から１９７３年８月まで，ベルリン自由大学の客員教
授として東アジア研究所に勤務しているが，１９７２年９月から翌年８月までは有給
休暇をとって帰国している。
（訳註４） Institutも Seminarも，Fachbereichの下に置かれているので，日本の大
学制度に置き換えると，「学科」に相当する。Institutと Seminarとでは教授職の
ポスト数に違いがあり，Seminarの方が規模が小さい。ハレ大学の日本学学科は，
Seminar für Jananologieである。なお，ハレ大学の場合は，やや複雑であり，Phi-
losophische Fakultätの下に５つの Fachbereichがあり，その中の１つである
「Fachbereich Geschichte, Philosophie und Sozialwissenschaften」の下に７つの In-
stitutと１つの Saminarが置かれ，日本学学科は後者の Seminarに属している。
Fakultätと Fachbereichは，同列に配置されるか，あるいは Fachbereichに統合
されるのが通常であるが，ハレ大学の場合には，Fakultätの下に Fachbereichが
置かれている。これは，ハレ大学が５００年を上まわる歴史を有していることと深
く関係しているように思われる。神学，医学，法学，哲学という４つの Fakultät
を骨格とした伝統的な学問体系を維持しながら，最近の Fachの再編成に対応す
る工夫がなされたものと見ることもがきよう。〔補遺：最近，さらに学部・学科
の大幅な再編成がおこわなれた。２００６年冬学期より，日本学科は政治学科と統合
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され，Institut für Politikwissen schaft und Japanologieになっている。〕
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